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役員等報酬規程 

 
社会福祉法人 厚生協会 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人厚生協会（以下、「当法人」という）定款第８条及び第２２

条の規定に基づき、役員及び評議員（以下「役員等」とする）の報酬等について定めるものと

する。 

 

（定義） 

第２条 この規程でいう役員とは、理事及び監事をいう。 

２ 報酬は、当法人と委任関係のある役員等の職務執行の対価として支払われるものである。 

３ 費用弁償とは、役員等が当法人の職務執行上必要な経費として支払われるものである。 

 

（非常勤役員等） 

第３条 この規程は、当法人の定款第８条及び第２２条の規定に基づき、役員等で非常勤の者の

報酬並びに費用弁償の額の支給方法について定めることを目的とする。 

 

（報酬並びに費用弁償） 

第４条 非常勤役員等が当法人の職務のために出勤する場合は、別表２に定める額を支給する。 

 

（常勤役員） 

第５条 この規程は、当法人の定款第２２条の規定に基づき、役員で常勤の者の報酬並びに費用 

弁償の額の支給方法について定めることを目的とする。 

 

（報酬並びに費用弁償・旅費等） 

第６条 理事長が当法人の職務のために出勤する場合の報酬は、別表１に定める。 

２ 理事のうち施設、本部事務局の職を兼務する者には、役員としての報酬は支給しない。 

３ 役員等が当法人の職務のために出張等する場合は、別表２に定める額を支給する。 

４ 役員報酬の総額は、当法人の業績等を勘案して、評議員会にて定める。ただし、総額は社会 

福祉法人としての一般的な社会通念の基づいて定めることを原則とする。 

 

（退職金） 

第７条 常勤の役員に対して退職金の支払いをすることができる。 

 

（退職金の支給対象） 

第８条 退職金は、役員が退職又は解任されたときはその者（役員が死亡したときはその遺族）



2 
 

に支払うものとする。ただし、職務上の業務違反その他役員としてふさわしくない行為がある

と認められるときは支給しない。 

 

（退職金の額） 

第９条 退職金の額は、その者の報酬額にその者の在職年数を乗じ、さらに１２か月で除して得 

た額とする。   

２ 前項の退職金の支払額は、評議員会の決議を経て、その者の職務実績に応じ、これを増額し 

又は減額することができる。 

 

（公 表）  

第１０条 この規程をもって，社会福祉法の一部を改正する法律（平成２８年法律第２１号によ 

る改正後の社会福祉法）第５９条の２第１項第２号に定める報酬等の支給の基準として公表す 

るものとする。 

 

（委任） 

第１１条 この規程の施行に関し、必要な事項は理事長が別に定める。 

 

（改廃） 

第１２条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附則 

  令和６年２月２７日 一部改正（別表２の追加） 
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別表１ 

 

理事長の報酬 月額 ２００,０００円 

 

この別表は、新たな定款変更の認可を受けた日から施行する。 

 

 

別表２ 

区分 地域 鉄道賃 船賃 航空賃 車賃 
法人役員 

顧 問・参 与 道内外 普通車 普通船室 実 費 実 費 

 

区分 地域 報酬 宿泊費 

法人役員 
顧 問 
参 与 

道内 日当５，５００円 
（源泉徴収後の額） １２，０００円 

道外 日当８，０００円 
（源泉徴収後の額） １４，０００円 

評議員 
評議員選任・解任委員 

道内 日当４，５００円 
（源泉徴収後の額） １２，０００円 

道外 日当８，０００円 
（源泉徴収後の額） １４，０００円 

＊宿泊費が規定額を超える場合は、事前に理事長の承認を得て領収書を添付し実費を支給する。 
＊研修会などの参加に係る宿泊費について、主催者からの宿泊場所に指定があるなどして規定 
 額を上回る場合は、領収書を添付し実費を支給する。 
＊鉄道賃は普通車指定席料金を支給する。 
＊監事監査の報酬については、日当８，０００円（源泉徴収後の額）を支給する。 
 

 

 

令和６年２月２７日 一部改正（別表２の追加） 


